
財務諸表に対する注記（法人全体用）

１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法                                                                      

　　・建物並び器具及び備品－定額法                                                                   

（３）引当金の計上基準                                                                              

　　・該当なし

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法                                                                

　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）                                                    

　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法                            

３．重要な会計方針の変更

該当なし

５．法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

４．法人で採用する退職給付制度

該当なし

（４）公益事業における拠点区分別内訳表（第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式）

　　　当法人では作成していない。    

（５）収益事業における拠点区分別内訳表（第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式）

　　　当法人では作成していない。    

（６）各拠点区分におけるサービス区分の内容                                                  

　　　せんぼんの家拠点（社会福祉事業）

　当法人の作成する財務諸表は、以下のとおりになっている。                                    

（１）法人全体の財務諸表（第１号の１様式、第２号の１様式、第３号の１様式）                  

（２）事業区分別内訳表(第1号の２様式、第２号の２様式、第３号の２様式）

　　　当法人では作成していない。                    

（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式）

　　　当法人では作成していない。

　　　「本部」

　　　「特別養護老人ホーム」

　　　「短期入所」　



前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

316,846,600 0 19,399,200 297,447,400

316,846,600 0 19,399,200 297,447,400

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

297,447,400 0 297,447,400

297,447,400 0 297,447,400

8,688,270 0 8,688,270

8,688,270 0 8,688,270

306,135,670 0 306,135,670

債権額
徴収不能引当金の当

期末残高
債権の当期末残高

23,186,806 0 23,186,806

23,186,806 0 23,186,806

帳簿価額 時　　価 評価損益

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は、以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類

建物（基本）

合　　計

８．担保に供している資産

該当なし

７．会計基準第3章4(4)及び(6)の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し

国庫補助金等により取得した建物の減価償却に伴い国庫補助金等特別積立金8,608,100円を取り崩した。

基本財産

建物（基本）

小　　計

その他の固定資産

器具及び備品

小　　計

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

合　　計

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内容並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

（単位：円）

種類及び銘柄

合　　計

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

事業未収金

１２．関連当事者との取引の内容

該当なし



１３．重要な偶発債務

該当なし

１４．重要な後発事象

該当なし

１５．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な
事項

該当なし



別紙5

（単位：円）

金　　額

Ⅰ 資産の部
　1  流動資産

 現金預金 16,617,593
  現金 93,094
  普通預金 16,524,499
 事業未収金 23,186,806
 貯蔵品 342,947

40,147,346

　2  固定資産
(1)　基本財産
     建物 297,447,400

297,447,400

(2)　その他の固定資産
     器具及び備品 8,688,270
     権利 75,600
     ソフトウエア 3,008,187

11,772,057

309,219,457

349,366,803

Ⅱ 負債の部
　1  流動負債

  事業未払金 4,214,947
  １年以内返済予定設備資金借入金 1,709,000
  預り金 20,113
  職員預り金 395,780

6,339,840

　2  固定負債
  設備資金借入金 199,091,000

199,091,000

205,430,840

143,935,963差引純資産

財　産　目　録

平成 26年  3月 31日 現在

資産・負債の内訳

流動資産合計

基本財産合計

その他の固定資産合計

固定資産合計

資産合計

流動負債合計

固定負債合計

負債合計



別紙②

社会福祉法人名　恵愛会　

（単位：円）

せんぼんの家

利用者家族 1 100,000 0 100,000

0

0

0

1 100,000 0 100,000 0 0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0

1 100,000 0 100,000 0 0

（注）１．寄附者の属性の内容は、法人の役職員、利用者本人、利用者の家族、取引業者、その他とする。

　　　２．「寄附金額」欄には、寄附物品を含めるものとする。「区分欄」には、経常経費寄附金収益の場合は「経常」、長期運営資金借入金

　　　　元金償還寄附金収益の場合は「運営」、施設整備等寄附金収益の場合は「施設」、設備資金借入金元金償還寄附金収益の場合は「償還」、

　　　　固定資産受贈額の場合は「固定」と、寄附金の種類がわかるように記入すること。

　　　３．「寄附金額」の「区分小計」欄は事業活動計算書の勘定科目の金額と一致するものとする。または、「寄附金額の拠点区分ごとの内訳」の

　　　　「区分小計」欄は、拠点区分事業活動計算書の勘定科目の金額と原則として一致するものとする。

寄附金収益明細書

（自）　平成２５年 ４月 １日　　（至）　平成２６年 ３月３１日

寄附者の属性 区分 件数 寄附金額 うち基本金組入額
寄附金額の拠点区分ごとの内訳

合計

経
常

区分小計

区分小計

区分小計



別紙⑥ 

社会福祉法人名　恵愛会　

（単位：円）

せんぼんの家

50,000,000 50,000,000 0 0

第一号基本金 50,000,000 50,000,000

第二号基本金 0

第三号基本金 0

当期組入額

0

0

計 0 0 0 0

当期取崩額

0

0

計 0 0 0 0

当期組入額

0

0

計 0 0 0 0

当期取崩額

0

0

計 0 0 0 0

当期組入額

0

0

計 0 0 0 0

当期取崩額

0

0

計 0 0 0 0

50,000,000 50,000,000 0 0

第一号基本金 50,000,000 50,000,000 0 0

第二号基本金 0 0 0 0

第三号基本金 0 0 0 0

（注）１．「区分並びに組入れ及び取崩しの事由」の欄に該当する事項がない場合は、記載を省略

　　　　する。

　　　２．①第一号基本金とは、注解（注12）（１）に規定する基本金をいう。

　　　　　②第二号基本金とは、注解（注12）（２）に規定する基本金をいう。

　　　　　③第三号基本金とは、注解（注12）（３）に規定する基本金をいう。

　　　３．従前及び今回の改正において特例により第一号基本金・第二号基本金の内訳を示していない

　　　　法人では、合計額のみを記載するものとする。

基本金明細書

（自）　平成２５年　４月 １日　　（至）　平成２６年 ３月 ３１日

区分並びに組入れ及び
取崩しの事由

合計
各拠点区分ごとの内訳

前年度末残高

第
一
号
基
本
金

第
二
号
基
本
金

第
三
号
基
本
金

当期末残高


